
‭居宅介護支援重要事項説明書‬

‭令和　６年　３月　１日現在‬

‭当事業所の利用をご希望される皆様が、安心してサ－ビスを利用いただけますよう、当事‬

‭業所の概要、サ－ビスの内容および契約上の留意事項などについて、下記のとおりご説明‬

‭いたします。‬

‭1‬ ‭事業者（法人）の概要‬

‭事業者（法人）名‬ ‭合同会社ゼロポイントフィールド‬

‭所在地‬ ‭埼玉県行田市大字犬塚５４３番地１‬

‭連絡先‬ ‭０５０－１７３１－９８４６‬

‭代表者名‬ ‭吉野　智紀‬

‭2‬ ‭居宅介護支援事業所の概要‬

‭事業所の所在地等‬

‭事業所名‬ ‭ライフプランニングぜろいち‬

‭所在地‬ ‭埼玉県行田市忍１丁目１１番１８号‬

‭連絡先‬ ‭０５０－１７３１－９８４６‬

‭事業所番号‬

‭管理者名‬ ‭吉野　智紀‬

‭営業日及び営業時間‬

‭営業日‬ ‭火曜日から土曜日‬

‭営業時間‬ ‭８：３０～１７：３０‬

‭※祝際日・年末年始（12/30～1/3）は休み‬

‭職員体制‬

‭従業者の職種‬ ‭人数‬

‭主任介護支援専門員‬ ‭常勤　１名（管理者と兼務）‬

‭介護支援専門員‬ ‭０名‬

‭事務職員‬ ‭０名‬

‭サービスを提供する実施地域‬

‭サービスを提供する実施地域‬ ‭行田市‬

‭※上記地域以外でもご希望の方はご相談ください。‬



‭3‬ ‭事業の目的及び運営の方針‬

‭事業の目的‬

‭居宅介護支援事業の適正な運営を確保するため、人‬

‭員及び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護‬

‭支援専門員が要介護状態にある高齢者等に対し、適‬

‭正な居宅介護支援を提供することを目的とします。‬

‭運営の方針‬

‭当事業所の介護支援専門員は、‬‭利用者が要介護‬

‭状態となった場合においても、可能な限りその居宅‬

‭において、その有する能力に応じ自立した日常生活‬

‭を営むことができるよう支援します。又、利用者の‬

‭心身の状況や環境に応じて、利用者の選択に基づ‬

‭き、適切な保健医療サービス及び福祉サービスが、‬

‭総合的かつ効率的に提供されるよう、関係市区町村‬

‭等とも連携を持ち、利用者の立場に立って、公正中‬

‭立に行われるよう努めるものとします。‬

‭4‬ ‭居宅介護支援の内容‬

‭ケアマネジャーが行う、居宅介護支援の具体的な内容等は、以下のとおりです。‬

‭（1）‬ ‭居宅介護支援の内容‬

‭アセスメント‬
‭利用者宅を訪問し、利用者の心身の状況や生活環境‬

‭などを把握し、課題を分析します。‬

‭サービス調整‬
‭アセスメントの結果を踏まえ、利用する介護サービ‬

‭ス事業者等へ連絡調整を行います。‬

‭ケアプラン作成‬
‭介護サービス等を利用するためのケアプランを作成‬

‭します。‬

‭サービス担当者会議‬
‭介護サービス事業者等が集まり、ケアプランの内容‬

‭等について話し合います。‬

‭モニタリング‬

‭少なくとも月に1回、ケアマネジャーが利用者の居宅‬

‭を訪問し、本人の心身の状態やケアプランの利用状‬

‭況等について確認します。‬

‭給付管理‬

‭ケアプラン作成後、その内容に基づき毎月給付管理‬

‭票を作成し、国民健康保険団体連合会に提出しま‬

‭す。‬

‭要介護認定の申請に係る援助‬

‭利用者の要介護認定の更新申請や状態変化に伴う区‬

‭分変更申請を円滑に行えるよう援助します。利用者‬

‭が希望する場合、要介護認定の申請を代行します。‬

‭介護保険施設等の紹介‬

‭利用者が自宅での生活が困難になった場合や利用者‬

‭が介護保険施設等の入所を希望した場合、利用者に‬

‭介護保険施設等に関する情報を提供します。‬

‭（2）‬ ‭居宅介護支援の業務範囲外の内容‬

‭ケアマネジャーは、ケアプランの作成やサービスの調整等を行いますが、下記に示すよう‬

‭な内容は業務範囲外となります。これらのご要望に対しては、必要に応じて他の専門職等‬

‭を紹介いたします。‬

‭居宅介護支援の業務範囲外の内容‬

‭・救急車への同乗‬

‭・入退院時の手続きや生活用品調達等の支援‬

‭・家事の代行業務‬

‭・直接の身体介護‬

‭・金銭管理‬



‭5‬ ‭利用料金‬

‭要介護または要支援の認定を受けた方は、介護保険からの全額給付により自己負担は発‬

‭生しません。ただし、保険料の滞納により法定代理受領ができない場合、1ヶ月につき要‬

‭介護度に応じた下記の金額をいただき、事業所からサービス提供証明書を発行します。後‬

‭日、サービス提供証明書を保険者の窓口に提出すると、全額が払い戻されます。‬

‭（1）‬ ‭居宅介護支援利用料（地域区分　1単位：１０．４２円）‬

‭取扱い件数区分‬
‭料金(単位数)‬

‭要介護１・２‬ ‭要介護３～５‬

‭居宅介護支援(Ⅰ）‬

‭※介護支援専門員1人あたりの利‬

‭用者40件未満‬

‭１１,２１１円/月‬

‭（１,０７６単位）‬

‭１４,５６７円/月‬

‭（１,３９７単位）‬

‭居宅介護支援（Ⅱ）‬

‭※介護支援専門員1人あたりの利‬

‭用者60件未満‬

‭５,６１６円/月‬

‭（５３９単位）‬

‭７,２７３円/月‬

‭（６９８単位）‬

‭居宅介護支援（Ⅲ）‬

‭※介護支援専門員1人あたりの利‬

‭用者60件以上‬

‭３,３６５円/月‬

‭（３２３単位）‬

‭４,３５５円/月‬

‭（４１８単位）‬

‭（2）‬ ‭加算‬

‭加算名称‬ ‭料金（単位数）‬ ‭算定要件‬

‭初回加算‬
‭３,１２６円/月‬

‭（３００単位）‬

‭・新規に居宅サービス計‬

‭画を作成する場合‬

‭・要介護状態区分が２区‬

‭分変更された場合‬

‭入院時情報連携加（Ⅰ）‬
‭２,０８４円/月‬

‭（２００単位）‬

‭利用者が入院してから３‬

‭日以内に、医療機関の職‬

‭員に対して必要な情報を‬

‭提供した場合‬

‭入院時情報連携加算（Ⅱ）‬
‭１,０４２円/月‬

‭（１００単位）‬

‭利用者が入院してから７‬

‭日以内に、医療機関の職‬

‭員に対して必要な情報を‬

‭提供した場合‬

‭退院・退所加算‬

‭※カンファレンス参加無‬

‭連携‬

‭1回‬

‭４,６８９円/回‬

‭（４５０単位）‬

‭医療機関や介護保険施設‬

‭等を退院・退所し、居宅‬

‭サービスを利用する場合‬

‭において、退院・退所に‬

‭あたって医療機関等の職‬

‭員と面談を行い、利用者‬

‭に関する必要な情報を得‬

‭たうえでケアプランを作‬

‭成し、居宅サービス等の‬

‭利用に関する調整を行っ‬

‭た場合‬

‭連携‬

‭2回‬

‭６,２５２円/回‬

‭（６００単位）‬

‭退院・退所加算‬

‭※カンファレンス参加有‬

‭連携‬

‭1回‬

‭６,２５２円/回‬

‭（６００単位）‬



‭連携‬

‭2回‬

‭７,８１５円/回‬

‭（７５０単位）‬

‭連携‬

‭3回‬

‭９,３７８円/回‬

‭（９００単位）‬

‭緊急時等居宅カンファレンス加‬

‭算‬

‭２,０８４円/回‬

‭（２００単位）‬

‭病院又は診療所の求めに‬

‭より、職員とともに利用‬

‭者宅を訪問し、カンファ‬

‭レンスを行い居宅サービ‬

‭スの調整を行った場合‬

‭通院時情報連携加算‬
‭５２１円/回‬

‭（５０単位）‬

‭利用者が医療機関で診察‬

‭を受ける際に同席し、医‬

‭師等と情報連携を行い、‬

‭ケアマネジメントを行っ‬

‭た場合‬

‭ターミナルケアマネジメント加‬

‭算‬

‭４,１６８円/月‬

‭（４００単位）‬

‭① ２４時間連絡がとれ‬

‭る体制を確保し、かつ、‬

‭必要に応じて、指定居宅‬

‭介護支援を行うことがで‬

‭きる体制を整備‬

‭② 利用者（末期の悪性‬

‭腫瘍の患者に限る）又は‬

‭その家族の同意を得た上‬

‭で、死亡日及び死亡日前‬

‭１４日以内に２日以上在‬

‭宅を訪問し、主治の医師‬

‭等の助言を得つつ、利用‬

‭者の状態やサービス変更‬

‭の必要性等の把握、利用‬

‭者への支援を行うこと‬

‭③訪問により把握した利‬

‭用者の心身の状況等の情‬

‭報を記録し、主治の医師‬

‭等及びケアプランに位置‬

‭付けた居宅サービス事業‬

‭者へ提供‬

‭特定事業所加算（Ⅰ）‬
‭５,２６２円/月‬

‭（５０５単位）‬

‭質の高いケアマネジメン‬

‭トを実施している事業所‬

‭を積極的に評価する観点‬

‭から、人材の確保やサー‬

‭ビス提供に関する定期的‬

‭な会議を実施しているな‬

‭ど、当事業者が厚生労働‬

‭大臣の定める基準に適合‬

‭する場合（1 ヶ月につ‬

‭き）‬

‭特定事業所加算（Ⅱ）‬
‭４,２４０円/月‬

‭（４０７単位）‬



‭特定事業所加算（Ⅲ）‬
‭３,２１９円/月‬

‭（３０９単位）‬

‭特定事業所加算（A）‬
‭１,０４２円/月‬

‭（１００単位）‬

‭（3）‬ ‭減算‬

‭減算名称‬ ‭料金（単位数）‬ ‭算定要件‬

‭特定事業所集中減算‬
‭所定単位数の50％で‬

‭算定‬

‭正当な利用なく特定の事‬

‭業所に８０％以上集中し‬

‭た場合（指定訪問介護・‬

‭指定通所介護・指定地域‬

‭密着型通所介護・指定福‬

‭祉用具貸与）‬

‭運営基準減算‬
‭1月につき２００単位を‬

‭減算‬

‭運営基準に沿った、適切‬

‭な居宅介護支援が提供で‬

‭きていない場合‬

‭（4）‬ ‭その他‬

‭交通費‬

‭サービスを提供する実施地域にお住まいの方は無料‬

‭です。それ以外の地域の方は、ケアマネジャーがお‬

‭訪ねするための交通費の実費が必要です。‬

‭解約料‬ ‭解約料は一切かかりません。‬

‭6‬ ‭相談・苦情の窓口‬

‭居宅介護支援に関する相談、苦情等は下記窓口までご連絡ください。‬

‭（1）‬ ‭事業所の相談窓口‬

‭相談・苦情の担当者‬ ‭吉野　智紀‬

‭連絡先‬ ‭０５０－１７３１－９８４６‬

‭（2）‬ ‭その他の相談窓口‬

‭行田市高齢者福祉課‬ ‭０４８－５５６－１１１１‬

‭埼玉県国民健康保険団体連合会‬ ‭０４８－８２４－２５６８‬

‭7‬ ‭秘密保持‬

‭事業者が得た利用者やその家族の個人情報は、介護サービスの提供以外の目的では原則‬

‭として使用しません。サービス担当者会議などで利用者やその家族の個人情報を使用する‬

‭場合は、利用者およびその家族の同意を事前に文書で得ることとします。‬

‭8‬ ‭事故発生時の対応‬

‭利用者に対する指定居宅介護支援の提供により事故が発生した場合は、市区町村、利用‬

‭者‬‭の‬‭家‬‭族‬‭に‬‭連‬‭絡‬‭を‬‭行‬‭う‬‭と‬‭と‬‭も‬‭に、‬‭必‬‭要‬‭な‬‭措‬‭置‬‭を‬‭講‬‭じ‬‭ま‬‭す。‬ ‭ま‬‭た、‬‭利‬‭用‬‭者‬‭に‬‭対‬‭す‬‭る‬‭指‬‭定‬‭居‬

‭宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行いま‬

‭す。‬



‭10　医療との連携‬

‭居宅介護支援事業所と入院先医療機関との連携がスムーズに図れるよう、利用者が入院‬

‭した場合には、担当ケアマネジャーの氏名及び連絡先を入院先の医療機関にお伝えくださ‬

‭い(お渡しした名刺等をご提示ください)。‬

‭訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況、モニタリング‬

‭等の際にケアマネジャー自身が把握した利用者の状態等について、ケアマネジャーから主‬

‭治の医師や歯科医師、薬剤師に必要な情報伝達を行います。‬

‭11　公正中立なケアマネジメントの確保‬

‭複数事業所の説明等‬

‭利用者は、ケアプランに位置付ける介護サービス事‬

‭業所等について、複数の事業所の紹介や、その選定‬

‭理由について事業者に求めることができます。‬

‭前６カ月間のケアプランにおけ‬

‭る訪問介護等の利用割合‬

‭前６ヶ月間に作成したケアプランにおける「訪問介‬

‭護」「通所介護」「地域密着通所介護」「福祉用具‬

‭貸与」の利用割合等を別途資料にて説明します。‬

‭12　虐待防止のための措置‬

‭高齢者虐待防止法の実効性を高め、利用者の尊厳の保持・人格の尊重が達成されるよ‬

‭う、虐待防止に関する下記の措置を講じます。‬

‭（1）‬ ‭虐待防止委員会の開催‬

‭（2）‬ ‭高齢者虐待防止のための指針の整備‬

‭（3）‬ ‭虐待防止研修の実施‬

‭（4）‬ ‭専任担当者の配置‬

‭虐待防止に関する担当者‬ ‭吉野　智紀‬

‭　‬

‭13　業務継続計画（BCP）‬

‭感染症や非常災害の発生時において、業務を継続的に実施、再開するための計画を策定‬

‭し、必要な研修及び訓練を定期的に開催するなどの措置を講じます。‬



‭居宅介護支援重要事項説明別紙‬
‭　‬

‭ライフプランニングぜろいちで作成するケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着型通‬

‭所介護、福祉用具貸与の利用状況は以下のとおりです。‬

‭⦁前６か月間（２０２３年９月〜２０２４年２月）に作成したケアプランにおける、訪問介‬

‭護、通所介護、地域密着型通所介護、 福祉用具貸与の各サービスの利用割合。‬

‭訪問介護‬ ‭０％‬

‭通所介護及び地域密着型通所介護‬ ‭０％‬

‭福祉用具貸与‬ ‭０％‬

‭⦁前６か月間（２０２３年９月〜２０２４年２月）に作成したケアプランにおける、訪問介‬

‭護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業者に‬

‭よって提供されたものの割合。‬

‭訪問介護‬

‭〇〇〇ホームヘルプサービス‬ ‭０％‬

‭〇〇〇ホームヘルプサービス‬ ‭０％‬

‭〇〇〇ホームヘルプサービス‬ ‭０％‬

‭通所介護‬

‭地域密着型‬

‭通所介護‬

‭〇〇〇デイサービスセンター‬ ‭０％‬

‭〇〇〇デイサービスセンター‬ ‭０％‬

‭〇〇〇デイサービスセンター‬ ‭０％‬

‭福祉用具‬

‭貸与‬

‭〇〇〇福祉用具事業所‬ ‭０％‬

‭〇〇〇福祉用具事業所‬ ‭０％‬

‭〇〇〇福祉用具事業所‬ ‭０％‬



‭居宅介護支援契約 約款‬
‭　　　　　　　　　　　　　　‬‭（以下、「利用者」といいます。）と、合同会社ゼロポイント‬
‭フィールド（以下「事業者」といいます。）は、事業者が利用者に対して行う居宅介護支援に‬
‭ついて、次のとおり契約します。‬

‭第１条（契約の目的）‬
‭事業者は、利用者の委託を受けて、利用者に対し介護保険法令の趣旨に従って、居宅サービス‬
‭計画の作成を支援し、指定居宅サービス等の提供が確保されるようサービス提供事業者との連‬
‭絡調整その他の便宜を図ります。‬

‭第２条（契約期間）‬
‭１　本契約の期間は、‬‭　令和　　６年　　　　　月　　　　　日　‬‭から利用者の要介護認定の‬
‭有効期間満了日とします。‬
‭２　利用者が前項の有効期間満了日において引き続いて要介護認定（要介護１～５）された‬
‭時、有効期間満了日は、その更新認定による有効期間満了日とします。‬

‭第３条（介護支援専門員）‬
‭事業者は、介護保険法に定める介護支援専門員を利用者へのサービスの担当者として任命し、‬
‭その選定又は交代を行った場合は、利用者にその氏名を書面にて通知します。‬

‭第４条（居宅サービス計画書作成の支援）‬
‭事業者は、次の各号に定める事項を介護支援専門員に担当させ、居宅サービス計画の作成を支‬
‭援します。‬
‭①　利用者の居宅を訪問し、利用者及び家族に面接をして情報収集し、解決すべき課題を把握‬
‭します。‬
‭②　当該地域における指定居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を‬
‭適正に利用者及びその家族に提供し、サービスの選択を求めます。‬
‭③　提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供する上での留意点等を盛り込‬
‭んだ居宅サービス計画の原案を作成します。‬
‭④　居宅サービス計画の原案に位置づけた指定居宅サービス等について、介護給付の対象とな‬
‭るか否かを区分した上で、その種類、内容、利用料等について利用者及びその家族に説明し、‬
‭利用者から書面による同意を受けます。‬
‭⑤　その他、居宅サービス計画作成に関する必要な支援を行います。‬

‭第５条（経過観察・再評価）‬
‭事業者は居宅サービス計画作成後、次に定める事項を介護支援専門員に担当させます。‬
‭①　利用者およびその家族と毎月連絡を取り、経過の把握に努めます。‬
‭②　居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定居宅サービス事業者等と‬
‭の連絡調整を行います。‬
‭③　利用者の状態について定期的に再評価を行い、状態の変化等に応じて居宅サービス計画変‬
‭更の支援、要介護認定区分変更申請の支援等の必要な対応をします。‬

‭第６条（施設入所への支援）‬
‭事業者は、利用者が介護保険施設等への入院または入所を希望した場合、利用者に介護保険施‬
‭設等の紹介、その他の支援をします。‬

‭第７条（居宅サービス計画の変更）‬
‭利用者が居宅サービス計画の変更を希望した場合、または事業者が居宅サービス計画の変更が‬
‭必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって居宅サービス計画を変更します。‬

‭第８条（給付管理）‬
‭事業者は居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理票を作成し、埼玉県国民健‬
‭康保険団体連合会に提出します。‬



‭第９条（要介護認定の申請にかかる援助）‬
‭１　事業者は、利用者が要介護認定の更新申請及び状態変化に伴う区分変更申請を円滑に行え‬
‭るよう利用者を援助します。‬
‭２　事業者は、利用者が希望する場合は、要介護認定の申請を利用者に代わって行うことがで‬
‭きます。‬

‭第１０条（サービスの提供の記録）‬
‭１　事業者は、指定居宅介護支援の提供に関する記録を作成し、これを本契約終了後、５年間‬
‭保管します。‬
‭２　利用者は、事業者の営業時間内にその事業所にて、当該利用者に関する第１項のサービス‬
‭提供記録を閲覧できます。‬
‭３　利用者は、利用者に関する第１項のサービス提供記録の複写物の交付を受けることができ‬
‭ます。この場合、事業者は交付に要する実費を利用者に請求します。‬
‭４　第１２条第１項から第３項の規定により、利用者又は事業者が解約を書面で通知し、か‬
‭つ、利用者が希望した場合、事業者は直近の居宅サービス計画及びその実施状況に関する書面‬
‭を作成し、利用者に交付します。‬

‭第１１条（料金）‬
‭事業者が提供する居宅介護支援に対する料金規定は居宅介護支援重要事項説明書のとおりで‬
‭す。‬

‭第１２条（契約の終了）‬
‭１　利用者は、事業者に対して、書面で通知することにより、いつでも本契約を解約すること‬
‭ができます。‬
‭２　事業者は、やむを得ない事業がある場合、利用者に対して３０日間の予告期間をおいて理‬
‭由を示した書面で通知することにより、本契約を解約することができます。この場合、事業者‬
‭は当該地域の他の指定居宅介護支援事業者に関する情報を利用者に提供します。‬
‭３　事業者は利用者又はその家族が事業者や介護支援専門員に対して、この契約を継続し難い‬
‭ほどの背信行為を行った場合、書面で通知することにより、直ちにこの契約を解約することが‬
‭できます。‬
‭４　次の理由に該当した場合は、本契約は自動的に終了します。‬

‭①　利用者が、介護保険施設等に入所した場合。‬
‭②　利用者の要介護認定区分が、要支援１・２又は非該当（自立）と認定された場合。‬
‭③　利用者が、死亡若しくは被保険者の資格を喪失した場合。‬

‭第１３条（秘密保持）‬
‭１　事業者及びその使用人は、サービスを提供する上で知り得た利用者及び家族に関する秘密‬
‭を正当な理由なく第三者に漏らしません。この守秘義務は本契約終了後も同様です。‬
‭２　事業者は、利用者及びその家族の個人情報について、利用者の居宅サービス計画立案のた‬
‭めのサービス担当者会議並びに介護支援専門員と指定居宅サービス事業所、行政機関、医療機‬
‭関等との連絡調整において必要な限り、利用者及びその家族の同意を得た上で、必要最小限の‬
‭範囲で使用します。‬

‭第１４条（虐待の防止）‬
‭事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を講‬
‭じます。‬
‭①　虐待防止に関する責任者を選定します。‬
‭　　　　‬‭虐待防止に関する責任者　　　管理者　吉野　智紀（よしの　とものり）‬
‭②　成年後見制度の利用を支援します。‬
‭③　苦情解決体制を整備します。‬
‭④　従業員に対して、虐待防止を啓発・普及するための研修を実施します。‬
‭⑤　サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（現に擁護している家族・親族・同居人‬
‭等）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに、これを市区町村に通‬
‭報します。‬



‭第１５条（非常災害対策）‬
‭事業者は、必要な介護サービスが継続的に提供できる体制を構築する観点から火災・風水害・‬
‭地震等の自然災害ならびに新型コロナウイルスなどの感染症に対処するための事業継続に向け‬
‭た計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）を定期的に実施します。‬

‭第１６条（賠償責任）‬
‭１　事業者は、サービス提供に伴って、事業者の責に帰すべき事由（故意又は重大な過失に限‬
‭る）により利用者の生命・身体・財産に損害を及ぼした場合には、その損害を賠償します。‬
‭２　前項の場合において、利用者に重大な過失が認められる場合は、利用者の心身の状況及び‬
‭事故の状況等を斟酌して賠償額を減ずることができるものとします。‬
‭３　利用者は、故意又は重大な過失によって事業所又はサービス事業者に損害を与えた場合‬
‭は、これにより生じた損害を賠償する責任を負います。‬

‭第１７条（免責）‬
‭事業者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、利用者に生じた損害について賠償責任を負‬
‭いません。‬
‭①　利用者が、本契約時に、その心身の状況及び病歴等の重要事項について、故意にこれを告‬
‭げず、又は不実の告知をしたことに専ら起因して損害が発生した場合。‬
‭②　利用者が、事業者のサービス提供に当たって行った必要事項に関する聴取又は確認等につ‬
‭いても前項の同様とします。‬
‭③　利用者の体調の急変等、事業者の提供したサービスを原因としない事由に専ら起因して損‬
‭害が発生した場合。‬
‭④　利用者が、事業者又はサービス従事者の指示に反して行った行為に専ら起因して損害が発‬
‭生した場合。‬

‭第１８条（身分証携行義務）‬
‭介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者や利用者の家族からの提示を‬
‭求められた時には、いつでも身分証を提示します。‬

‭第１９条（相談・苦情対応）‬
‭事業所は、利用者からの相談、苦情等に対応する窓口を設置し、自ら提供した居宅介護支援ま‬
‭たは居宅サービス計画に位置づけた指定居宅サービス等に関する利用者の要望、苦情等に対‬
‭し、迅速に対応します。‬

‭第２０条（善管注意義務）‬
‭事業者は、利用者により委託された業務を行うにあたっては、法令を遵守し、善良なる管理者‬
‭の注意をもって業務を遂行します。‬

‭第２１条（本契約に定めのない事項）‬
‭利用者及び事業者は、信義誠実をもって本契約を履行するものとします。本契約に定めのない‬
‭事項については、介護保険法令その他諸法令の定めるところに従い、双方が誠意をもって協議‬
‭の上定めます。‬

‭第２２条（裁判管轄）‬
‭本契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者と事業者は、法人住所地を管轄する裁判‬
‭所を第一審管轄裁判所とすることを予め合意します。‬



‭個人情報の取り扱いに関する使用同意‬
‭ケアプランニングぜろいちが行う事業の実施にあたり、必要がある時は、ご利用者及び家族様‬
‭の個人情報を居宅サービス事業者、介護保険施設、主治医、埼玉県国保連、行田市その他必要‬
‭な範囲で関係するものに提示することに同意します。‬

‭使用目的‬
‭　・介護保険施設等への入所に伴う情報提供が必要な場合‬
‭　・事故発生時における関係機関への情報提供や報告が必要な場合‬
‭　・介護サービス計画費の請求を行う場合‬
‭　・生活保護法による介護扶助の申請、受給に必要なケアプランの写しを市生活保護課へ交付‬
‭　　する場合（転居等により居住地が変更なった場合は、その居住地の生活保護課に交付する‬
‭　　場合も含む）‬
‭　・口腔に関する問題や服薬状況について主治医や歯科医師、薬剤師に必要な情報を伝える場‬
‭　　合‬
‭　・介護支援専門員実務研修における実習生の受け入れに使用する場合‬

‭個人情報を提供する事業所‬
‭　・地域包括支援センター‬
‭　・居宅介護支援事業者‬
‭　・居宅サービス事業者‬
‭　・介護保険施設　‬
‭　・主治医‬
‭　・その他介護保険及び高齢者保健福祉サービスに係る関係者‬

‭個人情報の範囲‬
‭　・要介護（要支援）認定調査票‬
‭　・介護認定審査会資料‬
‭　・主治医意見書‬
‭　・基本チェックリスト‬
‭　・ご利用者様基本情報‬
‭　・介護予防サービス支援計画表‬
‭　・介護予防サービス支援評価表‬
‭　・総合事業サービス支援計画及び評価表などの内容及び結果に関するもの‬

‭使用する期間‬
‭　・サービスの提供を受けている期間‬

‭使用する条件‬
‭　・個人情報の利用については、必要最小限の範囲で使用するものとし、個人情報の提供に当‬
‭　　たっては関係者以外の者に漏れることのないよう細心の注意を払う‬
‭　・個人情報を使用した会議、相手方、個人情報利用の内容等の経過を記録する‬


